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(1)多様な産業の集積の促進 1 新規企業創出件数（年間）　（累計） まちづくり課 5 5 B A
・進出協定締結　（ピノー、イノベーションパートナーズ、
JPholic、アクトシーン）・操業開始　（ピノー、イノベーション
パートナーズ）・補助金交付(アンスコ）

県と連携して企業誘致を推進する。
進出企業への支援を行う。

(2)若者等の多様な働き方の支援 1 有田創業スクール受講者数（累計） 商工観光課 100人 51人 B C
創業支援等事業計画（H28.10.1）～（R7.9.30）の認
定の元で「ありた創業スクール」を開催している。
受講者数　R2：18人　R3：13人　R4:20人

・「ありた創業スクール」の開催、創業相談者及び創
業予定者の支援

(1)起業・創業の支援 1 地域商業活性化支援事業者数（累計） 商工観光課 5件 4件 B B
有田商工会議所のノウハウを活かし、陶磁器関連のみな
らず、多様な業種の新規出店を支援している。R4年度は
チャレンジショップ事業1件実施。

R5年度：チャレンジショップ1件を予定。

1 町内企業生産品出荷額（年間） 商工観光課 400億 約280億 C C
各組合等へ補助金交付・コロナ対策関連支援実施・新商
品開発や新たな販路開拓などの取組に対する補助金交
付・中小企業振興資金利子補給継続

各組合等へ補助金交付・中小企業振興資金に係る
利子補給の継続及び貸付申込に係るスキームの
見直し

2
生産性向上特別措置法に基づく導入促進基本計画の認定
数（累計） 商工観光課 20件 6件 B C

H30年度に国から計画同意を受けて以降申請者に対して
認定。町の認定が補助金や税の優遇を受ける要件とな
る。令和3年7月に「中小企業等経営強化法」へ移管。

令和5年7月に当初の協議書による計画期間が完
了となるため、７月までに国と事前協議を行い、新
たな基本計画の策定が必要。

(3)窯業の町の再興 1 陶磁器関係販売額 商工観光課 75億 68億 B C
新商品開発や販路開拓等に対する補助金交付・中小企
業振興資金に係る利子補給・産地の課題をテーマとする
トークイベント・コロナ関連支援事業等補助金交付

各種団体の取組への補助金交付・型生地屋の後
継者育成支援・中小企業振興資金利子補給・各種
団体へ補助金交付・有田・有田焼のPR

(1)稼げる農業の推進 1 地域振興作物の収穫量（年間） 農林課 2700ｔ 2302ｔ A B
県は令和10年度までに園芸農業産出額888億円を目指し
ており、町でも同推進事業で施設・設備等へ補助を実施。
町単独でパイプハウス設置補助や、種子・苗代の補助等
実施。

引き続き、さが園芸生産888億円推進事業、地産地
消推進事業、有田の新農業プロジェクト推進事業
に取り組む。

1 新規就農者数（H30年6月から1年ごとの累計） 農林課 10人 6人 A B
毎月1回県・伊万里市・有田町で就農相談会を実施。認定
新規就農者の希望者には青年等就農計画の作成指導
し、就農に向けてサポートを行っている。

50歳未満の新規就農者は国の育成総合対策事業活用、
施設園芸希望者には県補助制度利用など総合的な農業
経営支援を行う。経営安定まで伴走型支援実施。

2 認定農業者数（年度末時点） 農林課 40人 36人 C C
農業経営基盤強化促進基本構想の目標に向け、自らの
創意工夫に基づき、所得の向上と経営の安定を図る改善
を進める個人及び団体を認定している。

認定新規就農者から認定農業者への認定につな
がるよう継続した支援を行う。

1 間伐面積（年間） 農林課 8.0ha 0 C D
荒廃しつつある私有林の間伐が優先されており町
有林の間伐は実施されていない。森林組合の業務
量も限界に達している。

町有林に関しては、R3年度、4年度に県により皆伐
され、返却された土蔵及び天導寺町有林の植栽を
行う。また、引き続き該当箇所の下刈りを行う。

2 箱わなの設置数（累計） 農林課 150基 150基 A A
イノシシ等による被害を防止するため、地元猟友会
による箱わなでの捕獲が行われている。箱わなも
限りがあるため予算の範囲で増やしている

引き続き、整備を拡充していくこととしている

(1)観光・地域資源をつなぐ取組の推進 1 観光ガイド実施数（年間） 商工観光課 300件 161件 B B
・R4年度秋の有田陶磁器まつりで「ガイドとともにブラアリ
タ」を実施。全日程ともほぼ満員。・新規ガイド研修を6名
受講。担い手養成も行っている。・勉強会も開催している。

引き続き、ガイドの質の向上のための研修及び勉
強会の実施。

1 観光協会ホームページアクセス数（1日あたり） 商工観光課 1600件 2290件 B A
・有田観光協会のHP及びSNSにおいてほぼ毎日有田の
旬な情報を提供。・秋の有田陶磁器まつりや雛のやきもの
まつりの時は特設ページを開設し、イベントの情報を詳細
にアップ。

・SNSを有効に活用した情報発信。・マスコミへこまめな情
報提供。・雑誌やSNSへの広告掲載。・観光協会会員のお
店や窯元等を紹介するブログの更新。

2 観光地点等入込客数（年ごと） 商工観光課 265万 193万 B C
秋の陶磁器まつり、有田雛のやきものまつりの記者発表
及び取材対応・小路庵で「クックパッド」とのコラボによる味
噌汁の提供。肥前窯業圏の事業で周遊パスポートの制作
等。

「肥前窯業圏活性化推進協議会」や「有田・武雄・嬉野地
区連携会議」との連携による、観光素材の発掘・磨き上
げ、PRイベントの開催・県や観光連盟が実施するイベント
への参加

(3)新たなファンづくりの推進 1 外国人観光客数　（駅前観光案内所訪問者数／年） 商工観光課 6000人 957人 C C
観光協会のウェブサイトに多言語解説文掲載。ＱＲコード
シールを制作し。観光案内板に貼付。台湾最大のWebメ
ディアを活用し情報発信。外国人旅行者に対応するセミ
ナー開催。

コロナ前に購買率が高かった台湾・香港のFIT向け
に効果的な媒体の出稿を予定。佐賀県観光連盟主
催の海外旅行会社との商談会への積極的な参加。

2 タウン・プロモーションの推進 Ａ （1)まちの情報の発信力の強化・充実 1 町のホームページアクセス数（1日あたり） まちづくり課 2000件 8,700件 A A
新型コロナ関連支援策等を調べる利用者も多く、アクセス
件数は伸びているが、現在のホームページが利用者に
とって、見やすいものとなるように、検討の余地がある。

利用者が探している情報に早くたどり着くことがで
き、情報発信する側にとっても利用しやすいホーム
ページとなるよう、抜本的な見直しを予定する。

(1)町内宿泊の推進 1 民間の宿泊施設の数（累計） 商工観光課 15軒 14軒 Ｄ B
以前は観光協会において、宿泊事業者による会合
が不定期に開催され情報交換されていた。現状宿
泊についての取り組みは無い。

・古民家活用についての検討。

(2)ふるさと納税の推進 1 ふるさと納税寄付者への返礼品有田体験メニュー 商工観光課 5件 9件 B B
・陶磁器事業所よりイベントチケット2件出品。さらに、富裕
層向けの体験型返礼品を3件増設。飲食店より食事券8件
出品。農業体験は3件出品されている。

・令和4年度に新設した富裕層向けの返礼品に引き
続き、　ターゲットをしぼった体験型の返礼品を検
討

1 お試し有田暮らし住宅の利用件数（年間） まちづくり課 13件 3件 Ｄ D
移住以外の目的での利用や、ルールを守らない利
用者が居たこと、施設の老朽化等により令和4年12
月1日からお試し住宅の利用を停止した。

お試し住宅ではなく、ゲストハウスやコワーキングスペー
ス等を利用して１週間程度有田に滞在してもらい、就労に
もつなげる形のお試し暮らしを実施する。

2 移住・定住相談窓口利用による移住世帯数（累計） まちづくり課 60世帯 24世帯 A A
定住奨励金申請者（町外）13世帯・41人
空き家流通奨励金申請者（町外）　9世帯・１4人
地方創生移住支援金　2世帯・2名

空き家関連の制度は令和5年度から新制度に移行したた
め、傾向を観察する。また、不動産事業者や佐賀県移住
支援室等とも協力し制度の周知を行う。

(2)定住の促進、支援 1 定住奨励金の利用件数（年度） まちづくり課 50件 41件 B B
有田町内に一戸建て住宅を新築して居住した後、申請さ
れた場合に奨励金を交付する。定額部分30万円の他、町
外からの転入者50万円等、町内業者利用30万等各種加
算有り。

定住奨励金制度を継続するとともに、今後、民間の宅地
開発の補助金制度を作ることで、さらなる移住者・定住者
増加につなげる施策を行うことを予定している。

(3)空き家等の活用促進 1 空き物件インフォメーション登録者数（年間） まちづくり課 20件 33件 A A
R4年度空き物件インフォメーション：33件登録（売却希望
22件、賃貸希望11件）、令和4年度まで登録の物件で令和
4年度に成約した件数22件（売却：13件、賃貸：9件）

令和５年度から町外の不動産業者も参入できるよう制度
を改正。また、空き家の賃貸契約については奨励金の対
象外とし、空き家を購入し、定住する方を対象とした。
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(1)結婚につながる出会いの場づく
り

1 婚活関連セミナー等開催数 まちづくり課 3事業 2事業 B B
さが出会いサポートセンター有田サテライト会場設置（1
回）
さが出会いサポートセンターの婚活イベントの共催（1回）
上記の他に、「結婚新生活支援事業」を実施。R4年度:6件

佐賀県子ども未来課や、さが出会いサポートセンターと協
力しながら、結婚の後押しを進めていく。
また、結婚新生活支援事業についても引き続き行う。

(2妊娠・出産への支援 1 妊娠・出産に関する支援への満足度 健康福祉課 87% 78.9% B C
妊娠期から子育てまでの切れ目ない支援。不妊治療・妊
婦健康診査では、経済的負担の軽減に取り組んでいる。
R４年2月から出産・子育て応援金の支給開始。

今年度の新規事業としては、産後ケア事業と低所得妊婦
に対する初回産科受診料支援事業も取り組みを開始し、
安心して生み育てる環境づくりをさらに推進していく予定。

(1)切れ目のない子育て支援 1 有田町で子育てをしたいと思う親の割合 健康福祉課
97%
以上

平均
96.8% A B

生後2ヵ月以内に全家庭へ保健師または看護師が訪問。
4か月健診～3歳半健診まで計7回の乳幼児健診。就学前
に学校教育課と就学前相談会を実施し、継続した支援を
実施。

母子手帳アプリ「ありたdeはぐモ」の更なる活用により、子
育て中の方へ時代に即した迅速でわかりやすい子育て情
報の提供を行っていく。

(2)まち全体での子育て支援の充実 1 多世代交流センター利用者数 子育て支援課 1440人 3,681人 A A
子育て支援センターと高齢者支援事業を実施。コロナ拡
大や大雨災害の避難所運営等のため、制限を行いながら
実施。一時預かり事業や発達障害児保護者支援事業等
を開始。

毎月第2日曜日を「日曜開放デイ」とし、未就学の児童を
対象に親子の遊び場の提供を行う。また、食育の講演会
等新たな取り組みも実施していきたい。

(3)子育て世代への支援 1 子どもインフルエンザ予防接種助成件数 子育て支援課 900件 538件 C C
R３年度～４年度は、ワクチンの供給不足の懸念も有り、
医師会との協議の上、1歳～小学生の１回目２回目ともに
2,000円を上限に助成。中学生（１回接種）について2,000
円助成。

周知は広報ありたとかいらんにより行っているが、コロナ
禍によりインフルエンザの感染者が少なくなり、免疫が低
下している恐れがあることを伝えて接種者の増加を図る。

(1)ふるさとを学び、ふるさとを知る教
育 1 有田キッズ検定７０点以上の児童の率 学校教育課 98% 94% B B

キッズ検定はH28年の有田焼創業400年の一環として、小
学5年生対象に実施。参加者全員に有田焼記念メダル。
70点以上の児童に有田キッズ博士認定証を交付。

R5年度においても実施を予定している。検定につ
いては、9月頃を予定している。

(2)地域の力で応援する教育 1 コミュニティ・スクール実践校数 学校教育課 6校 6校 A A
コミュニティスクール（学校運営協議会）は、学校が掲げる
教育目標の実現に向け学校運営に参画することを目的と
し、町内6小中学校に設置している。（R4年度：2中学校設
置）

コミュニティスクール（学校運営協議会）の運営につ
いては今後の課題だが、各学校の取り組みについ
て、意見交換などする場を設け活性化を目指す。

(3)特色ある教育の推進 1 ICT利活用に関する担当者会議 学校教育課 年2回 3回 A A
R2年度に一人一台のクロムブック1,620台を整備、町内6
校の大容量通信ネットワーク整備。R4年度は、端末を活
用するアプリの導入と教員のＩＣＴ教育のスキルアップ研修
を実施。

今年度も有田新任（着任）の教員対象にGoogleの
研修を行う。また、Springin’ Classroomの出前講座
を1校予定している。

(1)協働まちづくりの推進 1 アダプト・プログラム参加組織数 まちづくり課 5団体 0 C C
一定区間の公共の場所において市民団体や企業等が美
化活動（清掃等）を行い、行政がこれを支援するものであ
るが、現状としては町が正式な形で認定している団体は
無く、取組に対する支援実績もない。

町内企業が付近の道路の清掃活動をされる等、
個々の活動は散見されるため、団体との連携を図
り、まずは清掃道具の支援や町HP等での活動紹
介等につなげたい。

(2)住民が主体的に行う活動の支援 1 まちづくり活動支援事業における採択事業数（累計） まちづくり課 6事業 5事業 A A
地域の活性化や問題解決を図る町民の自主的なまちづく
り活動に対して補助金を交付。（R４年度：岳の棚田ひまわ
り迷路・メロディーバード30周年コンサート）

支援事業の周知を行い、地域の人材育成・地域活
性化へつなげる。

(3)女性が活躍できる体制づくり 1 本町の審議会等の女性委員割合(%) まちづくり課 50% 32.1% B C
審議会等の委員選任の際は、積極的に女性に参画いた
だけるよう協力依頼を行っている。第３次有田町男女共同
参画基本計画推進のため庁内各課での事業計画・実績
管理を実施している。

第３次計画及びDV被害者支援基本計画を推進していくた
め、住民参加型のワールドカフェを実施する等、意識啓発
及び情報提供を行う。

(1)健康・生きがいづくりのの支援 1 特定健診の受診率 健康福祉課 60% 55.0% C C
新型コロナの影響で受診率が伸び悩んでいる。特に医療
機関で実施する個別健診は、負担が増えるため勧奨を控
えた。集団健診は、完全予約制により待ち時間が短く好評
である。

個別健診は新型コロナの状況で見通すことが難しいた
め、６月末から７月に実施する集団健診での受診を電話
や訪問を通して積極的に勧奨する予定である。

(2)地域包括ケアシステムの充実 1 「住民主体の通いの場」取組地区数 健康福祉課 26地区 18地区 C C
令和２年度 　18地区
令和３年度 　18地区
令和４年度　 18地区

老人会等において、事業説明を行うとともに、介護サポー
ター養成講座の参加者に対して、事業説明を行い実施地
区を増やしていきたい。

(3)スポーツを通じた健康づくり 1 自主サークルの育成 生涯学習課 5団体 2団体 B C
総合型スポーツクラブとして、サークル活動等に取り組む
「有田スポーツクラブ”いきいき”」「西有田スポ・レク協会」
を通じ、生涯スポーツを楽しむ環境づくりを図った。

令和６年度に開催される国民スポーツ大会に向けたPRイ
ベントやリハーサル大会ボランティア等を通じた仲間づくり
や、支え合いの気運醸成を図りたい。

1 自主防災組織の組織率 総務課 100% 94.92% B B
住民主体の避難所運営訓練や、総区長会を通じた
未設置地区に対しての組織化の働きかけを実施し
た結果、組織数を増やすことができた。

未組織の地区に対して引き続き、区長等と連携して
組織化を図ってもらうように努めたい。

2 自主防災組織の防災訓練の実施率 総務課 100% 33.3% C C
コロナ感染症の影響が見られ、39組織中、防災訓練を
行ったのは1組織だった。ただし、防災連絡会の開催や区
域内巡視などの活動は活発化している。

自主防災組織リーダー研修会などへの受講を促
し、県危機管理防災課及び消防署などと連携を図
りながら各組織での訓練を実施する。

(2)安全なまちづくりの推進 1 防犯ボランティア団体がある地区数 総務課 49地区 34地区 C C
令和４年度に、桑木原地区で１隊が活動を開始した。
またボランティア団体へ参加していない方には散歩中など
に「ながら防犯」を自主的に行っていただいている。

組織未結成地区については、現在の地区内の防犯対策
状況を調査しながら必要性に応じて働きかけを行っていき
たい。原明地区で1団体結成されるため準備を進める。

(3)計画的なまちづくりの推進 1 公共施設等総合管理計画の個別計画の策定 財政課 策定 策定 B A
有田町の公共施設のうち床面積200㎡以上で今後も継続
して使用する施設（27施設）について、令和3年度～令和
12年度までの10年間の施設整備における事業計画を策
定。

個別施設計画の策定は終了したが、公共施設を人口規
模に見合った量とする為再編に取り組む。方針が確定す
れば見直しを行う。R5年度は公共施設等総合管理計画の
改定。

(1)大学・企業等との連携強化・充
実

1 大学や企業と連携した取組事業件数 まちづくり課 5件 3件 B B

〇佐賀大学との連携：小中学生向けＳＴＥＡＭ教育ワーク
ショップ・理系女子養成ワークショップ
〇昭和女子大との連携
・学生が有田町活性化について考える「よかねARITA」
〇立命館アジア太平洋大学との連携
・町内事業所における留学生のインターンシップ

佐賀大学との包括連携協定における事業計画から
必要性が高い事業について洗い出し、連携の可能
性について引き続き協議する。

(2)他自治体との連携強化・充
実

1 圏域等における新規連携事業数 まちづくり課 5事業 5事業 A A
・肥前窯業圏（体験コンテンツ・周遊パスポート）
・有田武雄嬉野（色をテーマの写真集・子育て応援店ス
テッカー事業・全国観光PR事業：大阪、福岡）

・西九州させぼ広域都：病後児保育施設の相互利用
・肥前窯業圏での体験コンテンツ造成、周遊パスポート製
作事業・子育て応援ステッカー対象店に対する継続的サ
ポート

B

B

C

C

　　　　【自己評価】　A＝順調に進んでいる,　B＝概ね順調に進んでいる,　C＝遅れている,　D＝見直しが必要

子育て環境の充実
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(1)防災・減災の推進

2 健康・長寿の推進
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進
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